
北海道告示第10551号

令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等の一部を次のように改正する。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和３年４月５日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その５）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 の交付に 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 関する権

限の委任

介護サービス提供基盤等 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興

整備事業費補助金 保福第１の20号様式 保福第278号様式 提出期限 別に指示す 局町又は

地域の実情に応じた介護 保福第277号様式 保福第279号様式 る日 振興局長

サービス提供体制の整備を 保福第279号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

促進することを目的とし 別に指示する様式 又は振興局

て、予算の範囲内で補助す の保健環境

る。 部保健行政

室又は社会

福祉課又は

地域保健室

(1) 介護施設等の創設を 次の施設等の 地域密着型特別養護老人ホーム等 定額

条件に行う広域型施設の 大規模修繕・耐 の整備（施設の整備と一体的に整備

大規模修繕・耐震化整備 震化整備を行う されるものであって、知事が必要と （寄附金その

事業 者又は行う予定 認めた整備を含む。）に必要な工事 他の収入金が

の者 費又は工事請負費及び工事事務費 あるときは、

１ 特別養護老 （工事施工のため直接必要な事務に 補助金等の額

人ホーム（定 要する費用であって、旅費、消耗品 の算定に当た

員30人以上） 費、通信運搬費、印刷製本費及び設 り、当該寄附

２ 介護老人保 計監督料等をいい、その額は、工事 金その他の収

健施設（定員3 費又は工事請負費の2.6％に相当す 入金の控除等

0人以上） る額を限度額とする。）。ただし、別 を行う。）

３ 介護医療院 の負担（補助）金等において別途補

（定員30人以 助対象とする費用を除き、工事費又

上） は工事請負費には、これと同等と認



４ 養護老人ホ められる委託費及び分担金及び適当

ーム（定員30 と認められる購入費等を含む。

人以上） ※なお、次に掲げる経費については、

５ 軽費老人ホ 補助対象としないものとする。

ーム （定員30 (1) 土地の買収又は整地に要する費

人以上） 用

(2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建

設に要する費用

(3) その他施設等整備事業として適

当とは認められない費用

(2) 介護施設等の施設開 定額

設準備経費等支援事業

（寄附金その

他の収入金が

あるときは、

補助金等の額

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

① 介護施設等の施設開 次の施設等の 特別養護老人ホーム等の円滑な開

設準備経費支援事業 設置又は設置予 所や既存施設の増床、改築、増改築、

定者及び介護療 また、介護療養型医療施設から介護

養型医療施設を 老人保健施設等への転換（介護療養

介護老人保健施 型老人保健施設から介護医療院への

設等へ転換する 転換を含む。）の際に必要な需用費、

者、又は転換す 使用料及び賃借料、備品購入費（備

る予定の者 品設置に伴う工事請負費を含む。）、

１ 特別養護老 報酬、給料、職員手当等、共済費、

人ホーム及び 賃金、旅費、役務費、委託料又は工

併設されるシ 事請負費

ョートステイ ※ なお、次に掲げる経費について

用居室（定員3 は、補助対象としないものとする。

0人以上） (1) 平成26年度以前から開始してい

２ 介護老人保 る施設整備事業に伴う事業に要す

健施設（定員3 る費用



0人以上） (2) 地方公務員法（昭和25年法律第

３ 介護医療院 261号）に定める地方公務員の給

（定員30人以 与に要する費用

上）

４ ケアハウス

（特定施設入

居者生活介護

の指定を受け

るもの。定員3

0人以上）

５ 養護老人ホ

ーム（定員30

人以上）

６ 介護付きホ

ーム（定員３

０人以上）

７ 訪問看護ス

テーション（大

規模化やサテ

ライト事業所）

② 介護施設等の大規模 次の施設等で、 令和2年度（2020年度）介護ロボ

修繕の際にあわせて行 大規模修繕の際 ット導入支援事業費補助金交付要綱

う介護ロボット・ICTの にあわせて介護 （令和2年（2020年）５月27日付け

導入支援 ロボット・ICTの 高福第396号保健福祉部長決定。）

導入を行う者又 の別表に掲げる経費

は行う予定の者

１ 特別養護老

人ホーム及び

併設されるシ

ョートステイ

用居室（定員3

0人以上）

２ 介護老人保

健施設（定員3

0人以上）

３ 介護医療院

（定員30人以



上）

４ ケアハウス

（定員30人以

上）

５ 養護老人ホ

ーム（定員30

人以上）

６ 介護付きホ

ーム（定員30

人以上）

(3) 定期借地権設定のた 次の施設等の 定期借地権設定に際して授受され ２分の１

めの一時金の支援事業 設置予定者 る一時金であって、借地代の前払い

１ 特別養護老 の性格を有するもの（当該一時金の （寄附金その

人ホーム及び 授受により、定期借地権設定期間中 他の収入金が

併設されるシ の全期間又は一部の期間の地代の引 あるときは、

ョートステイ き下げが行われていると認められる 補助金等の額

（定員30人以 もの）。 の算定に当た

上） ※なお、次に掲げる経費については、り、当該寄附

２ 介護老人保 補助対象としないものとする。 金その他の収

健施設（定員3 (1) 保証金として授受される一時金 入金の控除等

0人以上） に要する費用 を行う。）

３ 介護医療院 (2) 定期借地権の設定期間が50年未

（定員30人以 満の契約に基づき授受される一時金

上） に要する費用

４ ケアハウス (3) 定期借地権契約の当事者が利益

（特定施設入 相反関係と見なされる場合の一時金

居者生活介護 に要する費用

の指定を受け ２上記１の経費を対象として、事業

るもの。定員3 者に対して交付する補助金

0人以上）

５ 養護老人ホ

ーム（定員30

人以上）

６ 介護付きホ

ーム（定員30

人以上）

(4) 既存の特別養護老人 定額



ホーム等のユニット化

改修等支援事業 （寄附金その

他の収入金が

あるときは、

補助金等の額

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

① 既存の特別養護老人 ① 既存の特別 特別養護老人ホーム等のユニット

ホーム等のユニット化 養護老人ホー 化等の改修（施設の整備と一体的に

改修支援事業 ム等のユニッ 整備されるものであって、知事が必

② 既存の特別養護老人 ト化改修を行 要と認めた整備を含む。）に必要な

ホーム及び併設される う者又は行う 工事費又は工事請負費及び工事事務

ショートステイ用居室 予定の者 費（工事施工のため直接必要な事務

における多床室のプラ ② 特別養護老 に要する費用であって、旅費、消耗

イバシー保護のための 人ホームのプ 品費、通信運搬費、印刷製本費及び

改修支援事業 ライバシー保 設計監督料等をいい、その額は、工

③ 介護療養型医療施設 護のための改 事費又は工事請負費の2.6％に相当

等転換整備支援事業 修を行う者又 する額を限度額とする。）。ただし、

は行う予定の 別の負担（補助）金等において別途

者 補助対象とする費用を除き、工事費

③ 介護療養型 又は工事請負費には、これと同等と

医療施設を老 認められる委託費及び分担金及び適

人保健施設等 当と認められる購入費等を含む。

に転換（介護

療養型老人保

健施設から介

護医療院への

転換を含む。）

する整備事業

を行う者又は

行う予定の者

④ 介護施設等における 次の施設等で、 特別養護老人ホーム等の看取り環

看取り環境整備推進事 看取り環境の整 境又は共生型サービス事業所の整備



業 備を行う者又は のための改修に必要な経費について

行う予定 は同上。設備については、需用費（修

の者 繕費）、使用料及び賃借料又は備品

１ 特別養護老 購入費（備品設置に伴う工事請負費

人ホーム（定 を含む。）。

員30人以上）

２ 介護老人保

健施設（定員3

0人以上）

３ 介護医療院

（定員30人以

上）

４ 養護老人ホ

ーム（定員30

人以上）

５ 軽費老人ホ

ーム

６ 介護付きホ

ーム（定員30

人以上）

⑤ 共生型サービス事業 次の施設等で、

所の整備推進事業 共生型サービス

事業所の整備を

行う者又は行う

予定の者

１ 通所介護事

業所（定員30

人以上）

２ 短期入所生

活介護事業所、

介護予防短期

入所生活介護

事業所（定員3

0人以上）

(5) 介護施設等における 定額

簡易陰圧装置・換気設

備の設置に係る経費支 （寄附金その



援事業 他の収入金が

あるときは、

補助金等の額

の算定に当た

り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）

① 簡易陰圧装置設置経 簡易陰圧装置 簡易陰圧装置を設置するために必

費支援 の設置を行う 要な備品購入費、工事費又は工事請

者又は行う予 負費及び工事事務費（工事施工のた

定の者 め直接必要な事務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をい

い、その額は、工事費又は工事請負

費の２．６％に相当する額を限度額

とする。）ただし、別の負担（補助）

金等において別途補助対象とする費

用を除き、工事又は工事請負費には、

これと同等と認められる委託費及び

分担金及び適当と認められる購入費

等を含む。

② 換気設備設置経費支 換気設備の設 換気設備の設置に必要な備品購入

援 置を行う者又は 費、工事費又は工事請負費及び工事

行う予定の者 事務費（工事施工のため直接必要な

事務に要する費用であって、旅費、

消耗品費、通信運搬費、印刷製本費

及び設計監督料等をいい、その額は、

工事費又は工事請負費の２．６％に

相当する額を限度額とする。）ただ

し、別の負担（補助）金等において

別途補助対象とする費用を除き、工

事又は工事請負費には、これと同等

と認められる委託費及び分担金及び

適当と認められる購入費等を含む。

(6) 介護職員の宿舎施設 次の施設等で、 特別養護老人ホーム等の職員の宿 ３分の１



整備事業 介護職員の宿舎 舎の整備（宿舎の整備と一体的に整

施設の整備を行 備されるものであって、知事が必要 （寄附金その

う者又は行う予 と認めた整備を含む。）に必要な備 他の収入金が

定の者 品購入費、工事費又は工事請負費及 あるときは、

１ 特別養護老 び工事事務費（工事施工のため直接 補助金等の額

人ホーム（定 必要な事務に要する費用であって、 の算定に当た

員30人以上） 旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷 り、当該寄附

２ 介護老人保 製本費及び設計監督料等をいい、そ 金その他の収

健施設（定員3 の額は、工事費又は工事請負費の２．入金の控除等

0人以上） ６％に相当する額を限度額とする。）を行う。）

３ 介護医療院 ただし、別の負担（補助）金等にお

（定員30人以 いて別途補助対象とする費用を除

上） き、工事又は工事請負費には、これ

４ ケアハウス と同等と認められる委託費及び分担

（定員30人以 金及び適当と認められる購入費等を

上） 含む。

５ 介護付きホ

ーム（定員30

人以上）


